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１ 業務名称  Ｒ０６大麻園町他１団地外壁修繕その他設計 

２ 履行期間  契約締結の翌日から令和８年11月30日まで 

  ＜大麻園町団地８～11号棟＞ 

  ただし、一次指定工期 令和７年11月28日まで 

      令和７年７月31日まで ４(3)改修方針の作成・４(1)設計図書の作成 

      令和７年11月28日まで ４(2)積算業務（１～７号棟の見積書徴収を含む） 

  ＜大麻園町団地12～20号棟・大麻中町団地全棟＞ 

  以下に記載する各業務の日程は目安とする。 

令和８年３月上旬まで ４(3)改修方針の作成 

令和８年６月下旬まで ４(2)設計図書の作成・４(4)色彩計画等の作成(大麻中町のみ) 

令和８年11月上旬まで ４(2)積算業務 

 

３ 対象団地（履行場所）および修繕項目 別紙１ 

（１） 大麻園町団地（北海道江別市大麻園町23・34） 

 

＜改修の考え方＞ 

大麻園町団地は昭和43年に管理開始した、地上3,5階建て、総戸数446戸の中層計20棟の団地

である。本団地は高齢化が進み、子育て世帯や若年層の居住者が少なく活気に乏しい状況であ

る。今回の外壁修繕を機に団地のイメージ向上を図り、若年層を取込みたいと考える。 

今回の外壁修繕工事は、竣工後３回目の修繕であり外壁の老朽化が目立つ状態である。通常の

計画修繕に加え現地での状況を踏まえた上での改修提案を求めている。ただし、１～７号棟に

ついては令和６年度までに設計が完了しているため、今回の設計対象は８～20号棟となる（屋

上防水修繕は１～７号棟も含む）。１～７号棟と同等の修繕・改修を行うことを基本とし、こ

のうち８～11号棟については、優先して設計を行うこととする。 

なお、色彩計画については団地全体のマスタープランの策定が完了しており、景観法に基づ

く全棟分の届出も完了済みである。 

 

  

（２）大麻中町団地（北海道江別市大麻中町27・28） 

 

＜改修の考え方＞ 

大麻中町団地は昭和44年に管理開始した、地上５階建てのボックス住棟、総戸数110戸の中

層計11棟の団地である。本団地は高齢化が進み、子育て世帯や若年層の居住者が少なく活気に

乏しい状況である。今回の外壁修繕を機に団地のイメージ向上を図り、若年層を取込みたいと

考える。 

今回の外壁修繕工事は、竣工後３回目の修繕であり外壁の老朽化が目立つ状態である。通常の

計画修繕に加え現地での状況を踏まえた上での改修提案を求めており、色彩計画については、

住棟配置や形状、周辺環境等を踏まえ、団地全体の色彩計画マスタープランを作成する。 
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り
工
事 

防
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シ
ー
ト
張
り
工
事 

大
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園
町 

8 

13 

18 

3N-

2DK 
48 3 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 -  - -  - 〇 ○ - - 

9-12 

14-17 

19-20 

5N-

2DK 
240 5 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 -  - -  - 〇 ○ - - 

集会所 

倉庫 

駐輪場 

－ － 1 ○ ○ - ○ 〇 〇 - - - - - ○ ○ - - 

大
麻
中
町 

1-11 3DK 110 5 ○ ○ - ○ 〇 〇 〇 -  - -  - 〇 ○ - - 

倉庫 

駐輪場 
－ － 1 ○ ○ - ○ 〇 〇 - - - - - ○ ○ - - 

※１ 既存バルコニー手摺撤去及びアルミ手摺改修工事 

※２ 玄関扉改修（レバーハンドル化、ドアガード化、ドアスコープ化）、階数表示板取替、住棟サイン改修、バルコニー隔板避難表

示ステッカー取替、雨樋修繕・塗装、樋持ち金物・窓建具下鋼製水切り交換、室名札交換、駐輪場塗装、倉庫塗装、団地銘板改

修 等 

※３ 住棟については防水塗装、葺き替え等、修繕方法を要検討。付属棟については、ゴムシート防水等を想定。また、屋上防水修繕

工事のみ大麻園町１～７号棟も含めて検討を行う。 

    

４ 業務内容 

各成果品については標準を示すが、詳細については担当職員の指示によること。 
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また、既存図を使用しての切り貼り作成も可とするが、事前に機構担当者の了承を受けること。 

（1）設計図書等の作成 

① 設計図書の作成 

1) 内容 

a) 建築設計一式（仮設計画図含む） 

b) 電気設備設計一式 

c) 機械設備設計一式 

2）成果品（別紙２参照） 

・原図１部（Ａ３）及び電子データ（PDF及び CADオリジナル形式） 

3）留意事項 

ａ）仮設計画 

現地の状況を確認し、施工性や合理性を検討した上で作成すること。屋根の上に足場を

設置するなど既存躯体を用いる場合は、該当部分の躯体への影響を確認し、その結果を

示すこと。（構造検討を実施する場合は、別途設計変更） 

ｂ）構造躯体の改変・築造を伴う設計を行う場合 

非耐力壁を含む躯体の撤去・改修を行う場合または構造躯体の築造を行う場合は、構造

検討を実施し、設計図書の作成を行うこと。（所管行政等への法申請等に係る協議及び法

申請等作業を含む。）（構造検討を実施する場合は、別途設計変更） 

②法申請関連作業 

1）法定等に基づく届出等チェックリスト様式１の作成 

2）その他、関連法令等適合のための協議、申請および届出図書作成（景観条例等以外の申請が

必要となる場合は別途設計変更とする） 

③改修前の写真の撮影・整理 

改修前後の住棟を対比させることを考慮した、改修前の写真を撮影・整理する。（住棟の東西南

北各１面以上及び改修効果が顕著に現れると思われる部位（エントランス等）を撮影し、撮影

方向図と共にレイアウトする。なお、撮影箇所、レイアウト、構成等については、事前に調査

職員と協議すること。）（計10枚程度をタイプ毎に「Ａ３」１～２枚程度に整理する。） 

（2） 積算業務（値入補助を含む） 

①内容 

設計図書に係る設計計算書、数量調書作成を含む積算業務 

1）設計計算書作成 

2）工事費内訳明細書作成業務（見積徴収リスト作成業務、一位代価・見積比較表作成業務、内

訳書作成自動積算システム（公共住宅事業者等連絡協議会版）への入力業務）含む） 

3）保全工事主要数量内訳書（数量調書）作成 

4）見積書徴収業務（機構単価が無いもの。大麻園町１～７号棟分も含む） 
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②成果品  

1）積算数量計算書 ：原図１部（Ａ４）及び EXCEL形式 

2）メーカー見積書 ：原本1部 

3）見積比較表   ：原図１部（Ａ４）及び EXCEL形式 

4）積算内訳明細書 ：原図１部（Ａ４）及び EXCEL形式 

5）代価      ：原図１部（Ａ４）及び EXCEL形式 

6）公開用数量内訳書：原図１部（Ａ４）及び EXCEL形式 

（3）改修方針（コンセプト）の作成（以下、標準案） 

以下項目の整理を行うと共に、改修方針（コンセプト）として作成する。 

①内容 

・団地情報の整理（住棟情報、構造形式、家賃帯・空家率、整備方針等） 

・修繕履歴及び修繕範囲（工事の重なり（屋根防水、共用灯、屋外等）、屋外鉄部塗装・屋外サ

イン等、外壁修繕対象住棟の順番等）の整理 

・当初建設時のコンセプト整理 

・関係部署要望整理（エリア経営部、住まいセンター、窓口等） 

・法申請状況の整理 

・課題の抽出（活かすものと変えるもの） 

・立地・地域特性の整理 

・動線分析 

・悪状況時（降雨、強風等）不具合抽出 

・既存サイン・掲示物等調査 

・改修イメージパースの作成（特に力を入れる部分。エントランス、アプローチ、照明計画等） 

・屋外計画（今後の屋外整備設計への提案） 

・仮設構造検討（ゴンドラ、庇上部等に必要な場合。） 

・概算コスト 

現地調査実施後の改修方針作成の中で概算コストを含めた提案とすること。 

②成果品（別紙２参照） 

・２部（Ａ３）及び電子データ（PDF及び CADオリジナル形式） 

（4）色彩計画書等の作成（大麻中町のみ） 

①内容  

1）色彩計画書 

ａ 上位計画整理 

ｉ)関連法令（景観条例）等への適法確認 

ｂ 色彩等分析、検討案の作成 

ⅰ）周辺の環境分析と地区特性把握 
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ⅱ）外壁色彩使用状況の調査分析 

ⅲ）色彩検討案の作成 

・カラーデザインコンセプト 

・団地内の色彩ゾーニングや住棟毎の塗り分け方針（大規模団地のみ） 

＜以下、複数案作成※＞ 

・カラーシステム※ 

・フォトモンタージュ（視点場、住戸エントランス周り）※ 

・着彩立面図<代表>※ 

ⅳ）サイン計画（住棟番号、住戸案内、ピクト、室名札等）※ 

2）現場指示図の作成 

先工区の色彩計画がある場合はそちらを参考に作成すること。 

ａ 着彩立面図 

3）景観等条例に係る協議、申請資料作成及び申請 

②成果品（別紙２参照） 

・①1）２部（１部はカラーチップ貼）（Ａ３）及び電子データ（PDF及び CADオリジナル形式） 

・①2）１部（Ａ３） 

・①3）必要部数 

③留意事項 

・共同住宅の色彩計画（新規、改修問わない）を実施したことのある者が行うこと。 

（5）設計調整業務  

工事実施期間における設計調整業務（設計意図を正確に伝えるための質疑応答、施工中に発生

した変更項目を反映した完成図の作成含む）の実施。 

①業務の目的 

設計者として対象工事に係る設計意図・方針について、工事請負契約の受注者、工事請負契約

者の規定により定められた現場代理人（以下「受注者等」という。）、対象工事に係る工事監理

業務の受注者(以下｢工事監理業務受注者｣という。)及び監督職員（対象工事の工事請負契約の

適正な履行を確保するための必要な監督を行う者として、任命を受けた総括監督員、主任監督

員、監督員を総称していう。以下、同じ。）等に伝えるものである。 

②業務の内容及び範囲 

本業務の管理技術者等は、定例会議に出席し（１回／月程度）、設計意図・方針を受注者等及

び工事監理業務受注者、監督職員に正確に伝えると共に、設計の意図・方針を工事の施工にお

いて適切に反映させるために調査職員に協力し、以下に掲げる設計調整業務を行うものとする。 

1）当初から含まれる業務 

a 設計意図・方針を正確に伝えるための質疑応答、説明等の実施。 

b 改修設計の設計意図・方針を踏まえた施工状況等の確認。 
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c 検討事項に対する対応策の提案等。（図面作成、数量積算含む） 

d その他、検討をする必要が生じた業務で調査職員の指示によるもの。 

2）別途変更にて対応する業務（必要となる場合、別途設計変更） 

ａ 施工中に発生した変更項目を反映した完成図の作成。（原則、エントランス改修等、プラ

ン変更が伴う部分について作成する。） 

５ 設計資料 

本業務で用いる参考資料は、次のものとする。その他、適用に当たっては、調査職員の指示によ

る。（※１：市販品、※２：ＵＲホームページ、※３：貸与） 

＜保全＞ 

・保全工事共通仕様書（令和５年版）（※１） 

・保全工事共通仕様書 機材及び工法の品質判定基準仕様登録集（令和５年版）（※１） 

・保全工事積算基準建築(令和６年３月31日版)・同積算基準電気設備(令和６年３月31日版)・同

積算基準機械設備(令和６年３月31日版)（※１） 

・公共住宅建築工事積算基準(令和元年度版)・同機械設備工事積算基準(令和元年度版)・同電気

設備工事積算基準(令和元年度版)（都市再生機構積算特記基準含む）（※１） 

＜新築＞ 

・公共住宅建設工事共通仕様書（令和元年度版）（※１） 

・都市再生機構工事特記基準（令和２年７月版）（※２） 

・都市再生機構工事特記基準 機材の品質判定基準（令和年２月７月版）（※２） 

・電気設備設計指針(令和３年度版)、機械設備設計指針（第4版）（平成28年9月版）（※３） 

・機構住宅標準詳細設計図集（意匠(2版)（※１）、構造(2版)･電気(第13版)･機械(令和3年版)

（※２）） 

・公共住宅建築工事積算基準(令和元年度版)・同機械設備工事積算基準(令和元年度版)・同電気

設備工事積算基準(令和元年度版)（都市再生機構積算特記基準含む）（※１） 

＜その他＞ 

・前願申請書類（建築基準法８６条・１８条申請関連図書、消防関連申請図書）（※３） 

６ 特記事項 

（1）契約の保証 

建築設計業務請負契約書第４条に係る提出書類は様式２による。 

ただし、当該業務が下記のいずれかに該当する場合は、契約の保証を免除し契約書から条文を削

除する。 

①建築設計業務請負契約書の作成を省略することができる建築設計業務請負契約である場合 

②一般的な業務であって、業務の内容及び性格等から契約の保証の必要がないと機構が認める建

築設計業務請負契約である場合 

（2）業務着手及び業務工程表等の提出 
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受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後14日以内に業務に着手しなければ

ならない。この場合において着手とは管理技術者が業務の実施のため調査職員に業務工程表を提

出し、打合せを行い調査職員の承認を受けることを言う。 

（3）管理技術者 

①管理技術者は、一級建築士取得後３年以上の実務経験を有すること。なお、管理技術者は、再

委託する事務所から配置することはできないものとする。 

②建築設計業務請負契約書第15条（条文Ｂ）に規定する管理技術者の届けは様式３による。 

③業務を行うにあたり、下記いずれかの資格を保有する主任技術者を配員し、資格証明書（写

し）及びその者が直接雇用されていることが証明できる書類を提出すること。なお、管理技術者

は主任技術者を兼任することができる。（再委託をする場合、再委託先が有資格者であること）  

職種 必要資格 

建築設計 一級建築士 

建築積算 一級建築士、建築積算士、建築コスト管理士 

電気設備設計・電気積算 建築設備士、設備設計一級建築士、技術士（※１） 

機械設備設計・機械積算 建築設備士、設備設計一級建築士、技術士（※２） 

※１ 電気電子部門 

※２ 機械、衛生工学又は電気電子の部門 

 

（4）現地調査、関係部署との連携 

設計の着手に当たっては調査職員と連絡を取り、事前に設計対象団地の住棟、敷地及び周辺の

現況を充分調査し、設計に反映すること。 

なお、現地調査のために団地に立ち入る場合は、事前に管轄の住まいセンター及び管理事務所

に連絡を入れること。調査職員の調整のもと、必要に応じ計画担当課、住まいセンターの意見

を設計に反映すること。 

（5）関連設計 

当該設計以外の関連設計についても充分把握し、整合性を持って設計するものとする。 

（6）協議及び設計記録の整備 

当該設計業務の着手前及び各段階における設計案が出来たとき、又は特に必要と認められると

きは調査職員（電気・機械の場合はそれぞれの設計担当者）と充分協議の上、確認を受ける。 

また、協議内容については、その都度、設計記録を整備し、調査職員に提出する。 

（7）提出図書の様式等 

①提出図書の様式は「４業務内容」によるほか、調査職員の指示による。 

②提出図書は、機構所定の用紙及び様式又は指示する用紙・様式とし、原図は所定のファイルに

納め提出すること。また、設計図書等には設計事務所名、建築士登録番号、建築士名を記載し

押印すること。 

③編集、構成、文字及び寸法等の要領は調査職員の指示による。 
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④現地調査において撮影した写真は、ファイル等に整理し提出すること。 

（8）設計図書の提出 

受注者は、業務が完了したときは、遅延なく業務内容成果品一式を提出すること。申請の履行

中において調査職員から設計図書（複写）の提出を求められたときは、その都度提出するもの

とする。 

（9）特許に関わるもの 

材料・工法等で特許に関わるものを採用しようとする場合は、機構と打合せを行い、指示を受

ける。 

（10）特定の製品名等 

設計図書には、特定の製品名、製造所名を記載したり、特定の製品等が推定されたりするよう

な表現をしてはならない。 

（11）特殊な工法等 

特殊な工法、材料、製品等を採用しようとする場合には、あらかじめ機構と協議し承諾を得な

ければならない。 

（12）契約完了後の義務 

契約完了後、設計図書に誤記が認められたときは速やかに修正すること。また、建設工事中

及び竣工後、随時調査し、今後の設計に参考となる意見があれば提出する。 

なお、契約不適合責任に関しては、契約書による。 

（13）疑義 

本仕様書に記載のない事項等、疑義が生じたときは、その都度、調査職員と協議する。 

（14）設計完了手続き 

設計完了後に、成果品と共に、「完成届、引渡書、請求書」を提出する。 

（15）履行報告 

建築設計業務請負契約書第17条（条文Ｂ）に規定する契約の履行に関する報告は、調査職員

の求めに応じて報告しなければならない。 

（16）貸与品等 

建築設計業務請負契約書第18条（条文Ｂ）に規定する貸与品等は次のものとする。 

なお、受注者は、機構からの貸与品を他人に閲覧、複写又は譲渡してはならない。 

貸与品等の品名 数量 引渡し場所 引渡し時期 返還時期等 

大麻園町団地設計資料※ 一式 技術監理部 企画第２課 契約締結後 履行期間内 

大麻中町団地設計資料 一式 技術監理部 企画第２課 契約締結後 履行期間内 

   ※１～７号棟の CADデータ及び積算数量計算書も貸与可能 

（17）下請負等（再委託等） 

①建築設計業務請負契約書第12条第１項（条文Ｂ）における「設計仕様書において指定した部分」
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とは以下のとおり。 

1）企画･構想立案のマネージメント 

2）設計の中核となる図案の作成 

3）打ち合せ及び内容説明 

4）一部専門分野の業務（構造設計、設備設計（積算含む）、建築積算、屋外設計、診断業務等） 

を除く業務 

②補助的な業務（模型作成、パース作成、日影計算、トレース、印刷製本等）を第三者に委託し、

又は請け負わせようとする場合は承諾を要しない。 

③建築設計業務請負契約書第12条第２項（条文Ｂ）の規定により、一部専門分野の業務（構造設

計、設備設計（積算含む）、建築積算、屋外設計、診断業務等） を第三者に委託し、または請け

負わせようとするときは、下記の用件を満たす事務所を選定するものとし、事前に調査員（電

気・機械の場合は設計担当者）と協議の上、あらかじめ様式４により再委託承諾申請書を提出

して承諾を受けなければならない。なお、再委託承諾申請書の提出にあわせて、以下の資格者

及び実績がわかる書面を提出すること。 

1）建築積算 

ａ建築積算士の資格を有した者がいること。 

ｂ過去10年間に機構（※）又は公的機関の発注した積算業務の元請け又は下請けとしての実

績を有していること。 

※住宅管理センター・住まいセンターにおいて、(財)住宅管理協会・(株)ＵＲコミュニテ

ィが発注手続を行った業務を含む。 

2）電気設備設計 

建築設備士、設備設計一級建築士、技術士（電気電子部門）のいずれかの資格を有した者が

いること。 

3）機械設備設計 

建築設備士、設備設計一級建築士、技術士（機械、衛生工学又は電気電子の部門）のいずれ

かの資格を有した者がいること。 

（18）法申請（共通） 

①設計図書の作成においては、特に前願86条、前願18条、既存消防関連申請図書等の内容を確認

の上、建築基準法及び関連法令等を遵守して設計図書を作成する。 

②申請図書は、一級建築士事務所登録の設計事務所として、当該事務所に登録されている一級建

築士が記名・押印を行い作成する。関係法令等に基づき必要となる場合には、設備設計一級建

築士が設備設計を行い、設備設計図書に設備設計一級建築士である旨の表示をして記名・押印

を行う。又は設備設計一級建築士が設備関連規定への法適合確認を行い、設備設計図書に法適

合確認の結果を記載するとともに設備設計一級建築士である旨の表示をして記名・押印を行う。 

③申請に関する補助（様式への記入補助、提出補助等）を行う。 
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④申請図書は申請に支障のない時期までに完成させる。行政庁等からの指摘に対しては速やかに

対応して適宜修正等を行うものとし、その際に作成した関連資料等も合わせて機構に提出する

こと。 

⑤受注者は基準法その他関連法令に定める「設計者」となるものとする。 

（19）健康診断（腸内細菌検査）の実施について 

調査等のために給水施設内（フェンス含む）に立入る者は、水道法（昭和32年法律第177号）

第21条第１項（健康診断）並びに同施行規則第16条の規定に基づき健康診断を受診し、立入

る７日以上前に「給水施設等立入り許可申請書」様式５を提出し、水道技術管理者の許可を

得る。健康診断は、上記の法律等に基づき、各住まいセンター管轄内の地方公共団体が定め

る最大項目数の伝染病について実施する。 

例）消化器系細菌培養検査（赤痢菌、サルモネラ菌、チフス菌及びパラチフス菌） 

O157等細菌培養検査（腸内出血性大腸菌 O157） 

（20）業務成績評定 

本業務は業務成績評定対象業務である。受注者には、業務完了後業務成績評定（うち業務評

定点（総合点）について、以下、「業務成績」という。）を通知する。60点未満の業務成績

の通知を受けた者については、当該業務成績の通知日から起算して１年を経過する日までの

間、指名しない。 

（21）秘密の保持 

受注者は、業務に関して知り得た重要な情報等を他に漏らしてはならない。また、契約が終

了または解除された場合も同様とする。 

（22）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

①業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」という。）を

受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に

通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

②前項により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内

容を記載した文書により発注者に報告すること。 

③暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、

発注者と協議を行うこと。 

（23)個人情報の取扱い 

個人情報等の保護に関する特約条項第１条に定める個人情報等の保管場所、取扱場所、及び取扱

場所から持ち出す場合等の手続き等については、下記のとおりとする。 

①保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

②取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠する。 

③取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後はその旨を報告

する。 
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④原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 

（24）外部電磁的媒体を利用する場合の取扱い 

受注者は、外部電磁的記録媒体に関する「外部電磁的記録媒体の利用に関する特約条項」を

契約書と併せて、同日付で締結するものとする。 

（25）業務環境の改善 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを考慮するも

のとする。 

ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領（別紙３参照）

に基づき、調査職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

 

以 上  

 

各種様式については、「様式集」（2024年4月版）による。（別途配布） 
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別紙１ 

対象団地位置図・配置図（対象住棟）  

 

■案内図（大麻園町・大麻中町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大麻宮町団地は本件業務の対象外 

 

  

■配置図 
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■配置図（大麻園町） 

 

 

■配置図（大麻中町） 

 

 

  

対象住棟 

対象住棟 
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別紙２ 

設計図書作成要領（参考） 

 

※ 表中の数量はあくまで想定の参考資料であり、成果物の数量に増減があっても、原則、契約の変更は行わない。 

  

(1)設計図書の作成

【建築（意匠）】

●実施設計 （枚）

計

大麻園町団地 大麻中町団地

表紙・図面目録 1 1 2

特記仕様書 9 9 18

案内図・配置図 1 1 2

小計 11 11 22

平面図 5 3 8

立面図 5 3 8

断面図 0 0 0

矩計図 3 1 4

天井伏図 3 1 4

階段室詳細図 2 1 3

建具キープラン 3 1 4

建具表 3 1 4

住戸平面詳細図 2 1 3

部分詳細図 3 1 4

シーリング案内図 2 1 3

サイン計画 1 1 2

仮設計画図 4 2 6

窓水切取替改修図 2 2 4

バルコニー手摺改修図 2 0 2

小計 40 19 59

屋根防水特記仕様書 4 4 8

屋根防水撤去・復旧伏図（付属棟） 1 1 2

屋根防水部分詳細図（付属棟） 1 1 2

屋根修繕図(住棟） 2 2 4

小計 8 8 16

鉄部等塗装リスト 7 3 10

鉄部等塗装姿図 5 2 7

小計 12 5 17

団地情報整理 0 1 1

修繕履歴･修繕範囲整理 4 1 5

課題の抽出 0 1 1

立地・地域特性 0 1 1

動線分析 0 1 1

既存サイン、掲示物等調査 0 1 1

小計 4 6 10

上位計画整理 0 1 1

色彩分析(周辺状況･地区特性) 0 1 1

色彩分析(既存外壁色) 0 1 1

ゾーニング･塗り分け方針 0 1 1

カラーシステム(複数案) 0 2 2

フォトモンタージュ(複数案) 0 2 2

着彩立面図(複数案) 0 2 2

サイン計画(複数案) 0 1 1

着彩立面図(必要数) 0 2 2

現場指示書 0 0 0

小計 0 13 13

75 62 137計

鉄
部

屋
上
防
水

色
彩
計
画

団地名称

改

修

方

針

（

コ

ン

セ

プ

ト

）

共
通

外
壁
修
繕
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別紙３ 

ウイークリースタンス 実施要領 

 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第22 条に基づく「発注

関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発注者の業務

環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを目的とする。 

 

２ 取組内容 

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案した

上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）について受発注

者間で設定する。 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④昼休みや17時以降の打合せは行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web会議の積極的な活用等）。 

（２）業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取組内容

を見直すことができる。  

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監督職員から

管理技術者又は主任技術者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間については、

初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿（別添１参照）に整理し、受発注者間で共有

する。 

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合せ記

録簿に整理する。 

 

以 上 
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別添１ 

打合せ記録簿記載例 

１ 初回打合せ時 

ウイークリースタンス取組内容 

取組内容 特記事項※2 実施※3 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日

としない。 
 ■ 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。  ■ 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）

は新たな依頼をしない。 
 ■ 

④昼休みや 17時以降の打合せは行わない。  ■ 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。  ■ 

⑥その他の項目※1  － 

※1 ①～⑤以外で取り組む内容がある場合に記入する 

※2 曜日・時間等の取組内容を変更する場合等に記入する 

※3    実施する項目を「■」とする。 

 

２ 成果品納品時 

ウイークリースタンス取組内容及び実施結果 

取組内容 対象 実施結果※4 実施できなかった理由 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日

としない。 
■   

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 ■   

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）

は新たな依頼をしない。 
■   

④昼休みや 17時以降の打合せは行わない。 ■   

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 ■   

⑥その他の項目 －   

※4 「実施できた」「どちらかというと実施できた」「どちらかというと実施できなかった」 

    「実施できなかった」から選択する。 

    「実施できた」以外を選択した場合、実施できなかった理由の欄に入力する。 

効果・改善点等※5 

 

※5  ウイークリースタンスに取り組んで業務環境は改善されたか、改善内容（（例) 残業が減少し、業務に余裕が

出来た）などを記入する。 


